
 

 

は、自社の就業規則をチェックし、

作成の仕方や見直しの要否等につ

いて検討してみると良いでしょ

う。 

 

 

「健康管理体制」に関す

る行政の監督指導の強化 
 

◆「過労死等発生事業場」への

監督指導結果 
東京労働局から、平成 24 年度

に実施された、過労死・過労自殺

など過重労働による健康障害を発

生させ労災申請が行われた事業場

に対する監督指導結果の概要が公

表されました。 

対象となった 93 事業場の業種

は、「交通運輸業」が最も多く、次

いで「ソフトウェア・情報処理業」、

「建設業」、「卸・小売業」の順で

多くなっています。 

また、企業規模としては、「10

～49 人」が最も多く、次いで「100

～299 人」、「10 人未満」、「300

～999 人」の順となっています。 

◆法違反の割合が 90％ 
今回の結果から、過労死等を発

生させた事業場では「労働関係法

令違反」の割合が 90％と高く、

被災労働者に対する健康管理体制

の不備のある事業場も高い割合で

あることがわかりました。 

違反の状況としては、不適切な

労働時間管理（労働時間の違反、

未払残業など）によるものが多く

なっており、特に「三六協定」の

取扱いが厳しく監督指導されてい

るようです。 

また、違反のあった事業場のう

ち半数以上で、１カ月の時間外労

働が 100 時間を超えるか、２カ月

～６カ月の時間外労働が平均して

月 80 時間を超えると認められた

とのことです。 

◆健康管理体制についての指

導を強化 
近年では、過重労働による健康

障害を防止するためとして、衛生

管理体制の不備についても重点的

に指導が行われています。 

内容は、健康診断の受診、有所

見者への対応（医師等からの意見

聴取、勤務軽減措置、保健指導）

や、時間外・休日労働が多い労働

者に対する医師による面接指導で

す。 

これらの中には努力義務のもの

もありますが、適切に取り組んで

いない場合、いざ過労死や精神疾

患の発症等が起きた際には、訴訟

等において企業は不利な立場に置

かれることになります。 

◆「ブラック企業」への取締りも 
その他、社員が過重労働により

亡くなってしまったり精神疾患等

で業務に就けなくなったりすれ

ば、その影響は社員の家族や他の

社員に多大な負担を強いることに

なります。ひいては企業の社会的

評価が低下するなど、経営自体に

マイナスとなります。 

また、いわゆる「ブラック企業」

に対する集中的な指導監督も進め

られていますので、今後も行政に

よる指導監督は強化されていくこ

とと思われます。この機会に、健

康的に働くことができ、会社経営

にもプラスとなる労働時間管理に

ついて検討してみてはいかがでし

ょうか。 

 

 

 

 

「音」や「映像」も商標

登録が可能に！ 
 

◆「新しい商標」が導入される?! 
政府は、企業が「ＣＭで流すイ

メージ音や映像」や「色」などを

商標登録できるようにする方針を

固めました。 

現在の商標法では、「文字」「図

形」「記号」や「立体的な形状」な

ど、形が定まったものしか登録が

できません。しかし、欧米では商

標を広範囲にわたって認めてお

り、TPP が妥結されれば商標制度

を国際基準に合わせるように求め

られる可能性もあります。 

先行して法改正に道筋をつける

ため、こうした「新しい商標」に

ついて、早ければ今秋の臨時国会

に改正商標法案が提出されること

が見込まれます。 

◆今後の動きに要注目 
こうした新たな商標権のタイプ

は、言葉の壁を越えて企業ブラン

ドを商品・サービスに盛り込める

ほか、コピー商品を排除する抑止

力としても有効に機能するもので

す。大企業だけでなく、中小企業

にも商標活用による大きな効果が

生じることが想定されますので、

今後の動向に注目していきたいも

のです。 

 

 

☆☆ お知らせ ☆☆ 
・北海道最低賃金が平成 25 年 10

月 18 日から７３４円になりま

す。 

・厚生年金保険料率が平成 25 年 9

月分から変更になりました。 

・どちらも給与計算の際にはご注

意下さい。 

 

ていない」と回答した企業が

32.4％で、「計画はない」と回答し

た企業は 30.0％でした。 

◆事業承継の計画がない理由は？ 
事業承継について「計画はある

が、まだ進めていない」または「計

画はない」と回答した企業の理由

（複数回答）の上位５つは、次の

通りです。 

（１）まだ事業を譲る予定がない

（46.8％） 

（２）事業の将来性に不安がある

（28.6％） 

（３）任せられる人がいない

（25.3％） 

（４）借入に際しての個人保証が

ある（24.2％） 

（５）自社株など個人資産の取扱

い（17.0％） 

 

 

アルバイトの非行増加！ 

万が一に備えて就業規則

をチェック 
 

◆飲食店や小売店で被害が続出 
コンビニのアルバイト店員がア

イス用の冷凍庫の中に入っている

ところを写真に撮って SNS に掲

載した事件を皮切りに、最近、飲

食店や小売店で類似の事件が相次

いで起こっています。 

中には事件をきっかけに閉店す

ることとなった店舗もあることか

ら、経営者がこの問題を軽く考え

てアルバイトに対する教育や労務

管理をおざなりにすることは、経

営の存続をも危うくする大きなリ

スクをはらんでいると言うことが

できます。 

◆被害を未然に防止するには？ 
こうした非行を未然に防止す

るためには、就業時間中は業務に

集中することとして携帯電話（ス

マホ）の操作や SNS 等へのアク

セスを禁じたり、休憩時間中や就

業時間外であっても勤務先の不

利益につながるような行為は厳

に慎むべきことを教育したりす

る必要があります。 

さらに、これらのことを職場に

おけるルールとして徹底すると

ともに、就業規則や店舗に備付け

の業務マニュアル等にも明記し

ておく必要があるでしょう。 

◆万が一に備えて就業規則等

を確認 
就業規則は、労働基準法により

常時 10 人以上の労働者を使用す

る使用者に作成が義務付けられ

ているものですが、正社員用の就

業規則だけでアルバイト用のも

のは作成されていなかったり、ア

ルバイト用の就業規則はあるが

規定内容に不備があったりする

ケースもあります。 

また、使用する労働者数が 10

人未満であることを理由として、

そもそも就業規則が作成されて

いないこともあります。就業規則

が作成されていない、または規定

内容に不備があるという場合、万

が一従業員に非行があってもそ

れを事由とする懲戒処分に付し

たり懲戒解雇にしたりすること

ができなくなるおそれがありま

す。 

こうした問題を抱える会社で

企業は「事業承継問題」

をどう捉えているのか？ 
 

◆日本経済の大きな課題 
帝国データバンクでは、「事業

承継」に関する企業の見解に関す

る調査（調査対象：22,750 社、

有効回答企業数：10,157 社）を実

施し、その結果を発表しました。 

「経営者の高齢化」や「後継者難」

は深刻な問題であり、事業承継に

より企業を存続・発展させていく

ことは今後の日本経済の発展のた

めにも必要不可欠です。政府の「成

長戦略」においても円滑な事業承

継について取り組む方針が打ち出

されています。 

◆多くの企業が事業承継を

“経営問題”と認識 
まず、「経営を行うなかで事業

承継をどのように考えているか」

を尋ねたところ、「経営問題のひ

とつと認識している」と回答した

企業は 63.0％でした。 

そして、「最優先の経営問題と

認識している」企業は 23.3％で、

両者を合計すると 86.3％の企業

が事業承継を“経営問題”として

捉えていることがわかりました。 

なお、「経営問題として認識し

ていない」企業は 9.1％でした。 

◆３割の企業には事業承継の

計画がない 
次に、「自社に事業承継を進め

るための計画があるかどうか」を

尋ねたところ、「計画があり、進め

て い る 」 と 回 答 し た 企 業 が

27.6％、「計画はあるが、まだ進め
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